
東京都水道局工事関係書類の簡素化ガイドライン

令 和 6 年 4 月 1 日
建設部技術管理課



東京都では、令和元年度から２年度にかけて働き方改革等による建設業の魅力向上のため、工事関係書類の削減・簡素化（以下、「簡

素化」という。）の検討を行ってきました。

水道局では、この検討結果を踏まえ、令和３年度に一部の工事関係書類について簡素化（提出書類の削減／条件付き削減／資料の省

略や提出方法の簡略化）を図り、仕様書や記載例集等を改定しました。

また、令和４年度には、受注者から提出される大部分の工事関係書類について、従来の紙の提出に代えてメールによる提出ができるよう改定

してきたところです。

一方、令和６年度からは、建設業においても時間外労働の罰則付き上限規制が適用されるなど、これまで以上に建設業の働き方改革への

取り組みは重要となっており、水道工事事業者で構成する団体等からも、人手不足への対応や長時間労働の是正のため、更なる工事関係書

類の簡素化等を望む声があります。

こうした状況を踏まえ、この間、局内において一層の簡素化に向けた検討を行い、この度、令和６年４月１日付けで、仕様書や記載例集等

を改定しました。

今後とも、工事関係書類の簡素化に努めるなど、水道工事事業者の働き方改革の推進や、魅力向上に向けた取組を進めてまいります。

まえがき
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工事関係書類等の簡素化の概要（令和６年４月１日改定）

【工事関係書類の簡素化】

① 削減：23件（記載例集19（うち都統一様式６）、標準仕様書３、要領１）

• 重複して記載がある・表紙として用いていたなど、他で確認できる書類は提出不要とし、記載例集等から削除

• 他の書類へ付記（追記）するなど、仕様書類を変更することで役割を果たせる書類は提出不要とし、記載例集から削除 など

② 提出の省略：５件（記載例集２（うち都統一様式１）、標準仕様書２、要領１）

• 重複して提出・他で確認できる書類は、提出書類を簡素化

• 法令上、資格要件のみの者については、経歴書の添付を不要（資格者証の写しのみ提出） など

③ 記載内容の省略：３件（記載例集２、標準仕様書１）

• 記載例集の様式全般について、一部を除き「工事番号、契約金額、契約年月日、工期」等は記載不要

• 施工体制台帳は、原則として法令要件のみ記載（必要以上の記載は不要とする） など

④ 運用の変更：16件（記載例集11、標準仕様書5）

• 紙面で求めていたものを、電子データによる提出を可能とするよう変更

• 仕様書に提出・提示の規定がない書類は、検査時に提出を求めないよう変更 など

【工事関係書類の電子納品】

• 電子提出が可能な書類も成果品は紙書類の納品でしたが、電子（DVD-R等）による納品も可能とするよう、仕様書等を改定

 詳細は、令和6年4月1日改定の「配水管工事標準仕様書」、「水道工事用書類・様式の記載例集」等を参照してください。

 工事関係書類の簡素化は、あくまで当局への提示や提出を不要とするなどの見直しを行ったものです。法令要件等において受注者に履行責任
が課せられているものについては、引き続き受注者の責務において実施する必要があります。
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№ 様式名 内容 № 様式名 内容 № 様式名 内容 № 様式名 内容

1
工事番号変更通知書

【記載例集】P1-44
▲ 7

材料搬入計画書

【記載例集】P1-80
● 13

完成調書兼工事出来高表

【記載例集】P2-105
● 19

添付品等内訳書

【記載例集】P2-127
●

2
工事着手届（統一１）

【記載例集】P1-58
● 8

下請負届（統一８）

【記載例集】P1-83
● 14

完成工事出来高表

【記載例集】P2-107
● 20

工事現場の環境改善報告書

【標準仕様書】P21
●

3
支給材料取扱責任者届

【記載例集】P1-70
◆ 9

下請負者一覧表（統一９）

【記載例集】P1-84
● 15

工事完成図届

【記載例集】P2-109
◆ 21

受検証明書

【標準仕様書】P52

●

◆

4

警戒宣言に伴う緊急時対策計画書

（統一22）

【記載例集】P1-72

● 10
前払金等請求確認書（統一５）

【記載例集】P1-85
▲ 16

工事写真帳

【記載例集】P2-110
◆ 22

支給材料受領書

支給材料使用報告書兼整理表

【標準仕様書】P326,328

◆

5
労働者災害補償保険加入確認書

【記載例集】P1-77
● 11

休日等の工事施工届（統一24）

【記載例集】P1-94
▲ 17

預り書

【記載例集】P2-117
● 23

現場閉所計画書

【東京都水道局「週休２日制確保

　試行工事」実施要領】

●

6
材料搬入予定調書（統一19）

【記載例集】P1-79
● 12

機器材料搬入・検査簿（第○回）

機器材料搬入・検査表

【記載例集】P2-74,75

◆ 18
添付品等一覧

【記載例集】P2-126
●

工事関係書類の簡素化：① 削減

① 『削減』書類一覧：23件（記載例集19（うち都統一様式６）、標準仕様書３、要領１）

【見直し内容】
●：重複して記載がある・表紙として用いていたなど、他で確認できる書類は提出不要とし、記載例集等から削除

▲：他の書類へ付記（追記）するなど、仕様書類を変更することで役割を果たせる書類は提出不要とし、記載例集等から削除

◆：現状の再整理や、取り扱い方法の変更等に伴い、書類提出を不要としたものについては、記載例集等から削除

※ 上表の「様式名及び記載例集のページ番号」は、改定前（令和4年12月版・令和5年9月一部改定）のものです。

次ページ以降に
いくつか抜粋して紹介
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① 削減の例：№8 下請負届、№9 下請負者一覧表

下請負届

提出不要

❶施工体制台帳の作成・提出（標準仕様書）

❷施工計画書記載要領（標準仕様書）

施工体制台帳は、国交省等と同様
の記載方法へ変更
（P11～13参照）

施工計画書は、施工体制台帳以外の
下請負、委託契約を記載するよう変更

【改定内容】

• 書類への重複した記載を無くすた
め、以下のとおり整理しました。

❶施工体制台帳：建業法に規定
される29業種及び一次下請けの
警備業者に限り記載する。（国
交省等と同様）

❷施工計画書：施工体制台帳
以外の下請負、委託契約を記載
する。

• これにより、下請負届（及び一覧
表）の提出を不要としました。

※施工体制台帳は、本ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝP11～13を参
照ください。
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受検証明書

の番号

① 削減の例：№21 受検証明書

①

②③

④
⑤ ⑦⑥

例：直管・異形管類の刻印

例：ゴム輪類の刻印

①水道用品を示す記号
②種類
③日本水道協会の検査証印
④製造年 西暦の下2桁
⑤製造業者名・略称

⑥呼び径
⑦接合形式
⑧ロットNo
⑨日水協検査年月
⑩製造月

受検証明書

⑨

⑩

①

②

③ ④ ⑤
⑦

⑥
⑧

当局の材料検査はこれまでどおり実施

【改定内容】

• 「受注者持配管材料検査チェック表」
の記載事項を見直すことで、受検証
明書の提出を不要としました。

※受注者持配管材料検査チェック表は、本ｶﾞｲﾄﾞ

ﾗｲﾝP18を参照ください。

受注者持配管材料検査チェック表（第○回）

受注者の材料確認はこれまでどおり実施し、チェック表を提出
（受検証明書の番号欄は削除）

提出不要
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① 削減の例：№11 休日等の工事施工届、№23 現場閉所計画書

【改定内容】

• 路上工事の場合、「週間工程表」へ「施工年月日、箇所、
理由及び工事内容」を記載することで、休日等の工事施
工届の提出を不要としました。

• 現場の閉所予定は「週間工程表」により確認できるため、
現場閉所計画書（週休2日制確保試行工事実施要領
による）の提出を不要としました。

提出不要

現場閉所計画書休日等の工事施工届

提出不要

案内図

休日に施工する場合は、余白等に「施工日、
施工箇所、理由、工事内容」を記載

週間工程表（例）
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№ 様式名 内容

29
記載例集で定める受注者提出書類全般

※一部書類を除く
●

30
工事履行報告書

【記載例集】1-89
■

31

施工体制台帳

施工体系図

【標準仕様書】P28～29

▲

工事関係書類の簡素化：② 提出の省略、③記載内容の省略

② 『提出の省略』書類一覧

：５件（記載例集２（うち都統一様式１）、標準仕様書２、要領１）

【見直し内容】

●：重複して提出・他で確認できる書類は、提出書類を簡素化

▲：法令上、資格要件のみの者については、
経歴書の添付を不要（資格者証の写しのみ提出）

■：監督員等への提示のみとし、写しの提出は不要

次ページ以降に
いくつか抜粋して紹介

※ 上表の「様式名及び記載例集のページ番号」は、改定前（令和4年12月版・令和5年9月一部改定）のものです。

③ 『記載内容の省略』書類一覧

：３件（記載例集２、標準仕様書１）

【見直し内容】

●：記載例集の様式全般について、一部を除き「工事番号、

契約金額、契約年月日、工期」等は記載不要
▲：施工体制台帳は、原則として法令要件のみ記載

（必要以上の記載は不要とする）

■：工事履行報告書は、実施工程表を添付すれば、
報告書内の工程表の記載は不要

№ 様式名 内容

24
経歴書（統一３）

【記載例集】P1-65～69
▲

25
試験掘調査報告書

【記載例集】P1-151～152
●

26
公共事業施行通知書

【標準仕様書】P10
●

27

ディーゼル車の自動車検査証（車検証）

粒子状物質減少装置装着証明書

【標準仕様書】P12

■

28

（熱中症関係）

協議書及び報告書

【熱中症対策に資する現場管理費補正の試行要領】

●
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（例）主任技術者の資格要件

② 提出の省略の例：№24 経歴書

経歴書

「建設業法における配置技術者となり得る国家資格等一覧」(国土交通省HP)
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001619998.pdf

【改定内容】

• 法令等において、資格要件のみ必要な
者については、経歴書の添付を不要とし
ました。

«例：主任技術者の提出書類»

❶実務経験を求めない国家資格

：資格者証（写）

❷上記以外の国家資格

：資格者証（写） +経歴書

❸実務経験のみの場合

：経歴書

• 学歴や実務経験の証明が必要な職種
については、これまでどおり経歴書が必要
になります。

※詳細は、「記載例集（令和6年4月1日改定版）」の
「主要現場従事者等届1-63」を参照ください。

8



② 提出の省略の例：№25 試験堀調査報告書

【改定内容】

• 「試験堀調査報告書」は、製本を不要としました。

• また、書類の重複した提出を無くすため、「工事週報」及び「工事記録写真帳」への添付は不要としました。

試掘調査報告書

試掘調査報告書

工事件名：○○○〇

工事番号：○○○〇

受注者：○○○○

調査期間：〇年〇月○日～〇年〇月○日

調査責任者：○○○○

製本は不要

工事週報への試験掘調査図
の添付は不要

工事記録写真帳への
試験掘写真の添付は不要

工事記録写真帳
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真夏日協議書

基準日＝工事着手日
のため協議書は不要

真夏日報告書

報告書の鑑は不要

② 提出の省略の例：№28（熱中症関係）協議書及び報告書

【改定内容】

• 「熱中症対策に資する現場管理費補正」について、基準日は工事着手日のため、「協議書」の提出を不要としました。

• また、真夏日の報告は「真夏日数が分かる書類のみ（気象庁等HPに現場稼働日を着色した資料等）」とし、「報告書の鑑」の提出は
不要としました。
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② 提出の省略の例：№28（熱中症関係）真夏日に関する提出書類

真夏日数が分かる書類
（気象庁等HPに現場稼働日を着色

した資料等）

注意：熱中症対策の取組内容については、

「工事記録写真撮影要項」の「その他 環境対策・イメージアップ」に基づき、

各対策毎に１回撮影（日毎ではない）し、提出する。
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③ 記載内容の省略の例：№29 記載例集で定める受注者提出書類全般

都統一様式の例 局独自様式の例

記載項目を削除

記載不要

記載不要

記載不要

記載不要 記載不要

【改定内容】

• 多くの提出書類は、案件を特定出来れ
ばよいため、一部の書類を除き、以下の
とおり整理しました。

❶都統一様式：工事番号、工事場所、
契約金額、契約年月日、工期等の欄は
記載不要

❷局独自様式：工事番号、契約年月
日等の欄は削除

※詳細は、「記載例集（令和6年4月1日改定版）」を
参照ください。
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④ 記載内容の省略の例：№31 施工体制台帳・施工体系図（その１）

【改定内容】

• 施工体制台帳の作成範囲は、国交省等の作成方法を参考に、必要最小限としました。

施工体制台帳の作成範囲

施工体制台帳の構成

※建設業法施行規則改正（令和2年10月1日施行）により、
｢作業員名簿｣が施工体制台帳の一部となりました。

一次下請Ｂが作成しなければならない書類

再下請負通知書

二次下請Ｅに
関する事項

二次下請Ｅとの契約書（写）

再下請負通知書

二次下請Ｆに
関する事項

二次下請Ｆとの契約書（写）

一次下請Ｄが作成しなければならない書類

再下請負通知書

二次下請Ｇに

関する事項

二次下請Ｇとの契約書（写）

二次下請Ｅが作成しなければならない書類

再下請負通知書

三次下請Ｈに

関する事項

三次下請Ｈとの契約書（写）

一次下請Ｂとの契約書（写）

発注者との契約書（写）

一次下請Ｃとの契約書（写）

一次下請Ｄとの契約書（写）

Ａ社の技術者の資格

を証明する書類

Ａ社の技術者の雇用

関係を証明する書類

Ａ社の技術者の専門

技術者に関する書類

施工体制台帳

元請業者Ａが作成しなければならない書類

一次下請Ｂ、Ｃ、Ｄ

に関する事項

建設工事の請負契約に該当しない資材納入、
運搬業務、測量業務などについて作成の必要
はありません。

元請業者Ａ

一次下請Ｃ 資材業者 運搬業者

二次下請Ｆ 二次下請Ｇ

三次下請Ｈ

警備業者

資材業者運搬業者

一次下請Ｂ 一次下請Ｄ

二次下請Ｅ

測量業者

一次下請負人の警備業者は、標準仕様書
の規定に基づき作成範囲に含まれます。

施工体制台帳を作成しなければならない範囲
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• 発注者との契約書の写し

• 下請負人が注文者との間で締結した契約書の写し（注文･請書及び基本契約書又は約款等の写し）

• 元請負人の配置技術者が主任（監理）技術者資格を有することを証する書面（監理技術者は、監理技術者資格者証の写しに限る）

• 監理技術者補佐を置いた場合は、監理技術者補佐資格を有することを証する書面

• 専門技術者を置いた場合は、資格を有することを証する書面（国家資格等の技術検定合格証明書等の写し）

• 元請の主任（監理）技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の雇用関係を証明できるものの写し（健康保険証等の写し）

④ 記載内容の省略の例：№31 施工体制台帳・施工体系図（その２）

【施工体制台帳に添付が必要な書類】 ※ 建設業法施行規則 第14条の２第２項

• 建設業許可や警備業認定証の写し

• 請負会社の厚生年金保険や雇用保険加入を証明するものの写し

• 監理技術者などの技術者届の写し

• 見積依頼書の添付図面

• 技術者配置要件以外の資格や実務経歴の写し

• 外国人就労者関係の書類（外国人建設就労者等建設現場入場届出書等）

【施工体制台帳に添付が不要な書類の事例】

※ ｢作成が不要な書類｣ではないため、受注者で適切に保管が必要です。

※ 監督員の請求があった場合には提示できる体制としてください。
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④ 記載内容の省略の例：№31 施工体制台帳・施工体系図（その３）

• ｢作業員名簿｣の変更は、都度の提出は不要です。施工体制台帳等、他様式の変更に併せて提出してください。
（※ 他様式に変更が生じない場合は、工事着手時と工事完了時に提出してください。）

• ｢作業員名簿｣の添付書類（資格・免許等）は提出不要です。

一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

作　　業　　員　　名　　簿
（　　年　　月　　日作成)

元請
確認欄事業所の名称

・現場ID  本書面に記載した内容は、作業員名

簿として安全衛生管理や労働災害発生

時の緊急連絡・対応のために元請負業

者に提示することについて、記載者本

人は同意しています。

所長名 提出日　　　　　年　　　月　　　日

番
号

ふりがな

職
種

※

生年月日
健康保険 建設業退職金

共済制度
教　育・資　格・免　許 入場年月日

氏名 年金保険

年齢
中小企業退職金

共済制度
雇入・職長
特別教育

技能講習 免　許
受入教育
実施年月日技能者ID 雇用保険

年　月　日 年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日 年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

年　月　日

年　月　日 年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

歳 年　月　日

年　月　日

歳

年　月　日

年　月　日

作業員名簿 （併せて提出）
作業員名簿の資格・免許等の

添付書類は提出不要

《参　考》 年月日：

自

至

健康保険
等の加入
状況

資格内容

事業所
整理記号

等

厚生年金保険健康保険営業所の名称区　分

加入　　未加入
適用除外

保険加入
の有無

雇用保険厚生年金保険健康保険

号 年　　月　　日　

施工体制台帳　様式例-1

施　工　体　制　台　帳

許可（更新）年月日許可業種 許可番号

工事業
第

大臣　特定

知事　一般

第

年　　月　　日　
工　期

年　　月　　日　
工事業

発注者名
及　び
住　所

〒

号

建設業の
許　可

下請契約

工事名称
及　び
工事内容

年　　月　　日　
契約日 年　　　月　　　日　

契　約
営業所

区分 名　　　称

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

住　　　所

元請契約

権限及び意見
申出方法

監督員名

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

元請契約

専　門
技術者名

専　門
技術者名

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

監理技術者名

主任技術者名

専任
非専任

資格内容

担　当

工事内容

担　当

工事内容

大臣　特定

知事　一般

資格内容

資格内容

[事業所名・現場ID]

[会社名・事業者ID]

監理技術者補佐

名

雇用保険

下請契約

｢作業員名簿｣の変更は、都度、提出する必要はなく、他の様式の変更のタイミングに併せて提出すれば良い

他の様式
変更 変更 提出不要

本取扱に関係なく
主要現場従事者等届（1-63）の

提出は必要です。

• ｢施工体制台帳｣、｢再下請負通知書｣、｢施工体系図｣、｢作業員名簿｣は、建設業法で定められている様式はなく、
当局では様式の設定はしておりません。

• 以下に参考URLを記載しますので、こちらの様式を活用するなどして作成してください。

«参考：国土交通省»

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000191.html

«参考：東京都建設局»

https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/appli/ukeoi/shorui/index.html#kouji
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工事関係書類の簡素化：④ 運用の変更

④ 『運用の変更』書類一覧：16件（記載例集11、標準仕様書5）

【見直し内容】
●：紙面で求めていたものを、電子データによる提出を可能とするよう変更

▲：仕様書に提出・提示の規定がない書類は、検査時に提出を求めないよう変更

■：主要現場従事者等届について「届出内容の明確化」、工事日報について「建築・設備工事は日報を週報へ変更」、
受注者持配管材料検査チェック表について「受検証明書の欄を削除」

◆：民間事業者の施工管理システム等で作成した書類での提出を可能とするよう変更

※ 上表の「様式名及び記載例集のページ番号」は、改定前（令和4年12月版・令和5年9月一部改定）のものです。

次ページ以降に
いくつか抜粋して紹介

№ 様式名 内容 № 様式名 内容 № 様式名 内容 № 様式名 内容

32
主要現場従事者等届

【記載例集】P1-64
■ 37

発生品重量集計表

【記載例集】P1-191

●

◆
42

返地(又は建物等明渡)届

【記載例集】2-114
● 47

仮設計算書

【標準仕様書】P305
●

33
工事週報・工事進行図

【記載例集】P1-96,97
◆ 38

工事日報

【記載例集】P2-92
■ 43

建設機械燃料適正化報告書

【標準仕様書】P12
▲

34
支給材料整理表

【記載例集】P1-102
◆ 39

水道局固定資産使用許可申請書

【記載例集】2-111
● 44

工事実績情報の登録

（コリンズ）

【標準仕様書】P29

▲

35
継手チェックシート

【記載例集】P1-157～182
● 40

使用料減額・免除申請書

【記載例集】2-112
● 45

過積載防止対策

（自主点検記録）

【標準仕様書】P32～33

▲

36
受注者持配管材料検査チェック表

【記載例集】P1-188,189
■ 41

理由書

【記載例集】2-113
● 46

安全教育・訓練実施報告書

【標準仕様書】P36
▲
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④ 運用の変更の例：№32 主要現場従事者等届、№38 工事日報

工事日報（建築・設備工事）【改定内容】

• 「主要現場従事者等届」は、主要現場従
事者として、本届に記載が必要な職種を
明確にしました。また、経歴書の添付が必
要な職種を明確にしました。

• 建築・設備工事について、工事日報を廃
止し、工事週報の提出に変更しました。

※詳細は、「記載例集（令和6年4月1日改定版）」の
「主要現場従事者等届1-63」及び「工事週報2-84」
を参照ください。

主要現場従事者等届

日報は廃止

記載する職種の明確化及び
経歴書が必要な職種の明確化

工事週報へ変更
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《確認検査例》 配管材料管理責任者

確　認　者　（監督員）

（伝票番号） (ロット番号)

○形又は

○○～○○用

7.5Kφ○○

（注）チェック表への記入は、現品、梱包材、納品書等から得られる情報を基に斜体（朱書部）について受注者が記入すること。また、右上点線内は当局決裁欄として使用する。

　　　製造会社名、製造年月及び検査年月が複数あり、１行に収まらない場合は、別紙に記入すること。

     製造年月は、現品、梱包材等に表示がない場合は製造年までの記入としてよい。

有・無

有・無

キズ等の
有無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

2019.7

2019.7

2019.7

2019.7

有・無

有・無

備　　　　　考

（合否判定）

2019.7

2019.7 有・無

製造年月
検査
年月

2019

2019.5

2019.5

2019

2019.5

2019.5有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

刻印等の
有無

製造会社名

○○○○㈱

㈱○△ゴム

㈱○△工業

㈱○○○

○○鋳造㈱

○△工業㈱

有・無

弁類 個 10 ECY-0030 ○○○○ ー

有・無鉄蓋・弁キョウ類 ○ 10 ECY-0030 ○○○○ ー

ボルト・ナット類 φ○○ 本 10 ECY-0030 ○○○○ ー

ー 有・無押輪類 φ○○ 個 10 ECY-0030 ○○○○

ゴム輪類 φ○○ 個 10 ECY-0030 ○○○○ ー

ー 有・無直管及び異形管類 φ○○×○ ○ 10 5625610 ○○○○

単
位

搬入
数量

納品書 受験証明書
の番号

受注者持配管材料検査チェック表（第○回）

○　○　　　○　○

工事番号　第　○○○○○○○　号 検査年月日：　　　．　　　．　　　

品　名 形　状
検査
数量

④ 運用の変更の例：№36 受注者持配管材料検査チェック表

【改定内容】

• 受注者持配管材料検査チェック表の「受検証明書の番号」欄を削除し、製造年は「製造年月」を記載することとしました。

• これに伴い、照合検査と確認検査の分類を廃止しました。

《照合検査例》

（伝票番号） (ロット番号)

○形又は

○○～○○用

7.5Kφ○○

※チェック表への記入は、納品書及び搬入材料から得られる情報を基に記載すること。

（注）納品書は、伝票番号を記入、右上点線内は当局決裁欄とする。また、斜体（朱書部）は受注者が記入すること。

　　　製造会社名は、納品書を基に受注者が記入すること。製造年及び検査年月は、受注者があらかじめ現品を確認の上、記入すること。

　　　製造会社名、製造年及び検査年月が複数あり１行に収まらない場合は、別紙に記入すること。

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

2019 R1／7 有・無

弁類 個 10 ECY-0030 ○○○○ ○○○○○ - 有・無 2019 R1／7 有・無

鉄蓋・弁キョウ類 ○ 10 ECY-0030 ○○○○ ○○○○○ - 有・無

有・無 2019 R1／7 有・無

ボルト・ナット類 φ○○ 本 10 ECY-0030 ○○○○ ○○○○○ - 有・無 2019 R1／7 有・無

押輪類 φ○○ 個 10 ECY-0030 ○○○○ ○○○○○ -

有・無 2019 R1／7 有・無

ゴム輪類 φ○○ 個 10 ECY-0030 ○○○○ ○○○○○ - 有・無 2019 R1／7 有・無

直管及び異形管類 φ○○×○ ○ 10 5625610 ○○○○ ○○○○○ -

受注者持配管材料検査チェック表（第○回）

配管材料管理責任者 ○　○　　　○　○

工事番号　第　○○○○○○○ 　号 検査年月日：　　　．　　　．　　　 確　認　者　（監督員）

品　名 形　状
単
位

搬入
数量

納品書 受験証明
書の番号

製造会社名
検査
数量

刻印等
の有無

製造年
検査
年月

キズ等の
有無

備　　　　　考

（合否判定）

受注者持配管材料検査チェック表

照合検査は廃止

様式を変更
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建設機械燃料適正化報告書

④ 運用の変更の例：№43 建設機械燃料適正化報告書ほか

【改定内容】

• 「建設機械燃料適正化報告書」 、「工事実績情報の登録（コリンズ）」、「過積載防止対策（自主点検記録）」 及び「安全教育・訓練実施
報告書」は、完成検査時は確認しないものとし、検査書類チェックリストから削除、提出は不要としました。なお、 「工事実績情報」 や「安全教育・
訓練実施報告書」については、標準仕様書に基づき、これまでどおり監督員の提示や確認が必要です。

工事件名：○○○〇

工事番号：○○○〇

受注者：○○○○

過積載防止対策

工事件名：○○○〇

工事番号：○○○〇

受注者：○○○○

工事実績情報

安全教育・訓練実施報告書

工事件名：○○○〇

工事番号：○○○〇

受注者：○○○○

建設機械燃料適正化報告書 過積載防止対策 安全教育・訓練実施報告書

検査書類チェックリストから削除、完成検査時の提出は不要
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【工事関係書類の電子納品】

【改定内容】

• これまで、電子提出可能としていた書類も、成果品は紙書類で納品する必要がありましたが、今後は、電子提出した書類については、成果品も
電子（DVD-R等）で納品できるよう変更しました。

契約締結

«契約締結後、工事関係書類の提出方法を整理・確認»

受注者は、「受注者が作成する書類一覧表【書類提出方法】」により、各種書類について、
「紙」による提出か、「電子」による提出かを整理し、監督員と協議します。

«監督員と確認した方法で書類を提出»

受注者は、契約後の準備段階や工事の進捗等に合わせ
て書類を作成し、監督員と確認した方法で工事関係書類
を提出してください。

※ 提出方法を変更する場合は、監督員と協議してください。

«成果品の納品»

① 紙提出書類 → 紙で納品

② 電子提出書類 → 電子で納品

※ 完成図は電子納品が原則ですが、施設の維持管理等の
ために、紙図面も必要になります。必要部数は監督員に
確認してください。

※ その他、電子で納品した書類は、紙での納品は不要です。

工事完成
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